
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 04

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

17 9 52 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ ■
（商店会
数 ）

（商店会
数 ）

（ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 17 9 52

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　）
（商店会
数 ）

（商店会
数 ）

（ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 19 9 47

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □
（商店会
数 ）

（商店会
数 ）

（ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

17 6 35 5 1 3

産業政策課長
道辻　正信

□ ■
（商店会
数 ）

（ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 17 4 23

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　）
（商店会
数 ）

（商店会
数 ）

（ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 19 3 15

近隣市
状況

■ □ □ ■ □
（商店会
数 ）

（商店会
数 ）

（ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

944 435 435 4 3 3

産業政策課長
道辻　正信

■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

東久留米市商工会補助金交付要綱 □ 特財の廃止（予定含） 949 379 379

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 920

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2 2 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

不況対策緊急資金融資条例、同規則 □ 特財の廃止（予定含） 6 6 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 6 5 83

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ （ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：株価の上昇や経済指標の一部に明るい兆し
が見え利用件数が減少している。一方で中小事業者
にとっては経済のグローバル化や原材料コストの上
昇等、依然厳しい経営環境にあることから本融資制
度の趣旨に則った事業の見直しについて検討が必要
である。

指定管理 その他（補助事業　　　　  ）

5,270 5,270

4,272

達成度

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

その他

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度２６年度)

手段
・

内容

市内中小企業者の経営の安定
を図るため、売上が前３年の
同期に比し１０％以上減少し
た企業者に対し、市内の金融
機関と契約し、運転資金融資
制度を設け、低利の融資を行
うにあたり、利子補給・保証
料の補助を行う。

評価：市内中小企業者の経営基盤の安定化を図るこ
とは重要であるが、本融資制度の利用件数が減少傾
向にあることから、景気動向を勘案しつつ今後の方
向性を検討する必要がある。

要綱等

4,233 857 5,090

有効性 効率性不況対策緊急資金融資条例、同規則
4,233

888 5,160

対象 市内の中小企業者

融資制度
申し込み
中小企業
数

融資制度
利用件数

融資制度
を申し込
んだ中小
企業数に
対する実
際に利用
した企業
数の割合

6,134

小平市

04-02-04

産業政策課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

不況対策緊急融資
事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図 市内中小企業者の事業継続

864

4,272

04-02-03

産業政策課
労政商工係

自主的 義務的 努力義務的

商工会支援事業
給付
事業

□ 該当

要綱等

根拠
法令
等

指定管理 その他（補助事業　　　　  ）

6,785 6,785 7,526

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

市内商工業者は経営基盤が強
固ではなく、社会経済環境の
変化に充分対応できず、厳し
い状況にあるものが大半であ
り、経営改善事業等により経
営基盤の強化を図る。

741

6,650

達成度

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度２６年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

商工会による経営改善事業、
人材育成事業に対する補助、
地域総合振興事業、工業広域
交流事業、商工業活性化事業
などに対する補助

評価：市内中小企業者の経営基盤の安定を図るため
経営改善事業、人材育成事業を適正に実施してお
り、市内商工業の振興に資するものである。

要綱等

6,650 734 7,384

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

東久留米市商工会補助金交付要綱
6,650

対象 商工会・商業者・工業者

商工会会
員数

経営指導
件数

経営改善
数

方向性：商工会に対しては自立に向けた事業展開を
図るよう促していく必要があるが、中小企業者の経
営環境は依然厳しい状況にあることから当面は状況
を見守る必要がある。

小平市 東村山市 清瀬市

761 7,4116,650

達成度

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：申請要望が減少していたため平成２６年度
に要綱を変更し対象事業者・対象事業を拡大し制度
利用しやすいものとしている。ついては当面の期間
現状維持とすることが望ましい。指定管理 その他（補助事業　　　　  ）

1,252 1,252

評価：上記の新・元気を出せ商店街事業と比較し、
規模の小さいイベントや商店会事業に利用できるた
め、商店街の要望に合わせてきめ細かい補助が可能
となっており、商店街の振興を図ることができてい
る。

有効性 効率性東久留米市商店街における商業等の活性化に関する条例・補助金交付要綱

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度26年度)

要綱等

4,286

558 939381

543

381

手段
・

内容

商店街活性化対策の一環とし
て１９年度から実施した市単
独の補助事業。各商店会等が
独自で行う事業に対し、補助
金を交付する。

4,286 539 4,825

04-02-02

産業政策課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市商店街
活性化対策事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

東久留米市商店街における商業等の活性化に
関する条例・補助金交付要綱

補助
事業

■ 該当

04-02-01

産業政策課
労政商工係

自主的 義務的 努力義務的

新・元気を出せ商
店街事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

4,295

根拠
法令
等

対象 市内商店会等

商店会数
補助金を
申請した
商店会数

商店会数
に対する
補助金交
付商店会
の割合

1,795

小平市

意図 商店街の活性化を図る。

前年度において

示した方向性

指定管理 その他（補助事業　　　  ）

10,144 5,778 4,366 10,959

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

市内商店
会数に対
する補助
金を交付
申請した
商店会の
割合

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度26年度)

手段
・

内容

市内商店会が実施するイベン
ト事業、活性化事業に対し、
新・元気を出せ東久留米市商
店街事業補助金交付要綱に基
づき補助金を交付する。

評価：
商店会が行うイベント事業や活性化事業に対して補
助を行うことで、商店街の振興を図ることができて
いる。

要綱等

4,198 808 10,896

有効性 効率性（市）新・元気を出せ東久留米市商店街事業補助金交付要綱
10,088 5,890

対象 市内商店会

市内商店
会数

補助金を
申請した
商店会数

小平市 東村山市 清瀬市

5,810

意図

各商店会が実施するイベント
事業・活性化事業に対し補助
金を交付することにより、商
店会の振興を図る。

10,105

（市）新・元気を出せ東久留米市商店街事業
補助金交付要綱

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名 指標 指標 指標

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

方向性：補助金の申請件数が減少することが予想さ
れるが、一方でこの補助金を積極的に利用し商店街
振興に努めている商店街も存在する。ついては当面
の期間現状維持とすることが望ましい。

837 10,942

815

達成度

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名
新たな活力を生み出す産業の振興

と消費生活の向上 基本事業番号・名 04-02 商工業の活性化

外部評価

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 04

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名 指標 指標 指標

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名
新たな活力を生み出す産業の振興

と消費生活の向上 基本事業番号・名 04-02 商工業の活性化

外部評価

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

23 15 65 2 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

中小企業資金融資条例、同規則 □ 特財の廃止（予定含） 20 14 70

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 17 16 94

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

39 39 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 65 65 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 57 57 100

近隣市
状況

■ □ □ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

50 38 76 2 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （ ） （ ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

小口零細企業資金融資制度実施要綱 □ 特財の廃止（予定含） 53 46 87

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 45 38 84

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,610 30,000 26 3 5 3

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,410 30,000 26

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 116,015 30,000 26

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

達成度

前年度において

示した方向性
その他

28年度以降
方向性

その他

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：事業規模の拡大に伴い必要経費も増加傾向
にあるが、ボランティアの活用や効率的な運営によ
り人件費や事業費の抑制に努めているところであ
る。駐輪場や駐車場、道路の確保や警備、安全面で
の課題も多く合わせて検討する必要がある。

指定管理 その他（補助事業　　　　  ）

1,800 1,800

1,780

東久留米市市民みんなのまつり（商工祭）補
助金交付要綱

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度２６年度)

手段
・

内容

市が後援し、ＪＡと商工会が
隔年で実施する市民みんなの
まつりへの補助

評価：市民みんなのまつり（農業祭）事業と同日開
催している市内最大のイベントになっている。年々
事業規模が大きくなり来場者数も増加しており、市
内商工業の振興に資するものである。

要綱等

1,780 796 2,576

有効性 効率性東久留米市市民みんなのまつり（商工祭）補助金交付要綱

1,785 3,585

対象 商工業者、市民

市民
会場に訪
れた人数

市民人口
における
市民みん
なのまつ
りに参加
した割合

2,603

意図

祭りを透して、市民に市内の
商工業をＰＲし、各種イベン
ト等により市民老若男女に楽
しんでもらう。 803

1,800 1,800

小平市

04-02-08

産業政策課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市民みんなのまつ
り（商工祭）事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

04-02-07

産業政策課
労政商工係

自主的 義務的 努力義務的

小口零細企業資金
融資事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

根拠
法令
等

指定管理 その他（補助事業　　　  ）

56,074 56,074 61,999

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図
小規模事業者が必要な資金を
調達することができ、経営の
安定化が図られる。 5,925

38,842

達成度

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度２６年度)

手段
・

内容

市内の小規模事業者の経営の
安定、近代化を図るため、市
内の金融機関と契約し、運転
資金・設備資金などの融資制
度を設け、低利の融資を行う
にあたり、利子補給・保証料
の補助を行う。

評価：景気の影響を受けやすい小口零細企業に対
し、融資にかかる利子補給、保証料の補助を行って
いる。本融資は責任共有制度の対象外であることか
ら小口零細企業が必要な資金を調達することがで
き、経営の安定化に資するものである。

要綱等

39,805 5,871 45,676

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

小口零細企業資金融資制度実施要綱
39,805

対象
市内の中小企業信用保険法第
２条第２項に定める企業者

融資申し
込み小規
模事業者
数

融資を受
けた件数

経営の安
定化、振
興に必要
な資金の
融資を受
けられた
割合

方向性：平成２０年度に新たに設けられた融資制度
であり、小口零細企業においては経済のグローバル
化や原材料のコストの上昇等依然厳しい経営環境に
あることから本融資制度は必要である。

小平市 東村山市 清瀬市

6,084 44,92638,842

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：小規模企業者においては経済のグローバル
化や原材料コストの上昇等依然厳しい経営環境にあ
ることから本融資制度は必要である。

指定管理 その他（補助事業　　　  ）

745 745

1,000

達成度

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

不況対策小企業等経営改善資金利子補給金交
付要綱

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度２６年度)

手段
・

内容

日本政策金融公庫（平成２０
年まで国民金融公庫）の小企
業等経営改善資金融資を受け
た小企業者及び小企業者に準
じる者に対し、貸付利子に利
子補給を行う。

評価：景気の影響を受けやすい小規模企業者に対
し、融資の利子補給事業を行っている。合わせて商
工会の経営相談を受ける必要があるため経営に係る
ノウハウの提供も行えることから経営の安定改善策
として効果をあげている。

要綱等

1,000 172 1,172

有効性 効率性不況対策小企業等経営改善資金利子補給金交付要綱
1,000

178 1,178

対象
小企業又は経営内容が小企業
と同様な実態のある企業者

小企業者
（経営改
善指導を
受けた）

融資を受
けた件数

経営の安
定化、振
興に必要
な資金の
融資を受
けられた
割合

918

小平市

04-02-06

産業政策課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

小企業経営改善資
金利子補給事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

小企業又は経営内容が小企業
と同様な実態のある企業者の
経営継続に必要な資金、ノウ
ハウの提供 173

1,000

04-02-05

産業政策課
労政商工係

自主的 義務的 努力義務的

中小企業資金融資
事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

根拠
法令
等

指定管理 その他（補助事業　　　  ）

16,056 16,056 16,735

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図
中小企業経営者が必要な資金
を調達することができ、経営
の安定化が図れる。 679

15,205

達成度

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度２６年度)

手段
・

内容

市内中小企業者の経営の安
定、近代化を図るため、市内
の金融機関と契約し、運転資
金・設備資金などの融資制度
を設け、低利の融資を行うに
あたり、利子補給・保証料の
補助を行う。

評価：景気の影響を受けやすい中小企業に対し、運
転資金や設備投資資金など必要に応じた融資を低利
で行うことにより、経営の安定、近代化に資するも
のである。

要綱等

15,686 673 16,359

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

中小企業資金融資条例、同規則
15,686

対象 市内の中小企業者

融資制度
申し込み
中小企業
数

融資制度
利用件数

融資制度
を申し込
んだ中小
企業数に
対する実
際に利用
した企業
数の割合

方向性：中小企業においては経済のグローバル化や
原材料コストの上昇等依然厳しい経営環境にあるこ
とから本融資制度は必要である。

小平市 東村山市 清瀬市

698 15,90315,205

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 04

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名 指標 指標 指標

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名
新たな活力を生み出す産業の振興

と消費生活の向上 基本事業番号・名 04-02 商工業の活性化

外部評価

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

4 14,610 0.03 － － －

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ ） （ ） （ ）小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

04-02-09

産業政策課
労政商工係

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市商店街
の空き店舗を活用
した農商工連携事
業

給付
事業

□ 該当

要綱等

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

方向性：雇用創出といった側面から一定の成果を上
げることができたが、都の補助期間の終了に伴い市
と商店街の委託契約も終了することとなった。

本事業に
より創出
した雇用
人数

平成２６
年度東久
留米市ふ
るさとハ
ローワー
クを利用
した市民
の数

13,128

意図

東京都の「起業支援型雇用創
造事業」を活用することによ
り地域における新たな雇用の
創出を図る。

達成度

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性
廃止(完了･統
合含む)

東京都緊急雇用創出事業実施要綱
13,128

手段
・

内容

商店街における空き店舗を活
用し農商工連携による地域資
源のアンテナショップを設置
する。商店街への委託事業と
して実施。

評価：主な目的を不況下における雇用対策として都
の補助を受けて実施した。これにより新たに４名の
雇用を創出することができた。

要綱等

428 13,556

有効性 効率性

対象 市内求職者

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


